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1. はじめに
　高齢化と新規就農者不足による農業就業人口の漸減等

により，わが国の農産物生産力の低下は底が見えない。

さらに，TPP 等にみるワールドワイドな農産物流通を

念頭に置いた場合，ごく一部のブランド化に成功した生

産者を除き，わが国の農産物生産の国際競争力の欠如は

明白である。この問題を解決し，わが国が21世紀後半

においても豊かな国であり続けるために，長期的展望に

立脚した国際競争力のある農産物生産システムの涵養が

急務である。

　太陽光利用型植物工場は，太陽光エネルギーを最大限

に活用して大規模な農産物生産を行う施設であり，気

温・湿度・CO2濃度・光強度などの様々な環境要因を制

御するための設備を有している。この太陽光利用型植物

工場は，冬季の暖房が主目的であるハウス・温室の単な

る発展型ではなく，人工光型植物工場で得られた最適栽

培環境に関する知見をも最大限に活用して，環境条件が

時々刻々と変化する太陽光下においても，人工光型と

同様の４定（定時・定量・定質・定価格）さらには３

適（適時・適量・適品質）の農産物生産を目指すもので

ある（図 -1）。このような生産を実現するためには，環

境情報だけでなく，植物生体情報をも高度に利用したス

ピーキング・プラント・アプローチ（Speaking Plant 

Approach: 以降，SPA）型環境制御が必須である1,2）。

SPA コンセプトは，様々なセンサを用いて植物の生体

情報を計測して生育状態を診断し，それに基づいて生育

環境を適切に制御するというものである3,4）。本稿では，

愛媛大学植物工場研究センターにおける筆者らの取組の

一部を紹介したい。さらに，国際競争力のある農産物生

産システムとして，統合情報を駆使したメガスケール植

物工場構想についてもご紹介する。

2. 植物診断に利用可能な画像計測技術
　画像計測技術は，非破壊かつ非接触にて対象物の情報
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図 -1　太陽光利用型植物工場の位置づけと生体情報
　　　計測の必要性
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を得ることができるため，太陽光利用型植物工場におけ

る植物生体情報計測技術としてきわめて有効である。画

像計測の最大の特徴は，ある１点の平均値のみを取得す

るスポット計測とは対照的に，広い領域の同時計測が可

能であるという点である。なお，画像を構成している1

画素単位での詳細な解析も可能であり，対象物との距離

やレンズ系を変えることで，細胞から群落までのあらゆ

るレベルでの生体情報計測が可能である。ここでは，太

陽光利用型植物工場において利用が期待されるデジタル

カラー画像計測技術とクロロフィル蛍光画像計測技術を

紹介する。

1） デジタルカラー画像計測： 市販のデジタルカメ

ラ（数千円〜）を用いることで，安価であっても100万

画素以上の十分な空間分解能を持つ画像計測システムの

構築が可能である。図 - ２は，直上部から撮影したトマ

ト個体のデジタルカラー画像を用いて“しおれ（水スト

レス）”を数値評価する技術である5,6）。この技術を利用

した SPA 環境制御の例が，「高糖度トマト生産のため

の水ストレス付与機能付き自動給液システム」7）である

（図 - ３）。撮影したデジタルカラー画像からの植物体領

域の抽出，投影面積および投影面積比の算出，給液タイ

ミングの判定，給液制御のすべてが自動化されている。

投影面積比の算出には，給液と連動した独自のアルゴリ

ズムを採用し，“投影面積比＝直前の給液以降の投影面

積の最大値を100％としたときの相対値”と定義した7）。

このアルゴリズムにより，葉かき（老化した葉の除去）

などの人為的な栽培管理作業によって投影面積比が一時

的に低下しても，一度の給液によりその影響を速やかに

除去することができる。

2） クロロフィル蛍光画像計測： クロロフィル（以降，

Chl）から発せられる蛍光を画像計測することで，光合

成機能を数値評価する技術である8）。本技術は，特に精

力的に研究開発を進めている技術であるため，詳しく紹

介する。

（1）クロロフィル蛍光発光とその画像計測
　Chl が吸収した光エネルギーのすべてが光合成に利用

されるわけではなく、光合成に使われずに余ったエネ

ルギーの一部は赤色光として捨てられている（図 - ４）。

この赤色光が Chl 蛍光である。そのため，Chl 蛍光を正

確に計測することで，植物体に触れることなく光合成機

能に関する生体情報を取得することができる。Chl 蛍光

の画像計測に必要な光学系は極めてシンプルである（図

- ５）。青色 LED 等を用いて植物葉に青色光を照射（励

起光）すると，植物葉は励起光の反射光と光照射により
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図 -2　しおれによるトマト個体の投影面積変化
［数値］は、しおれ前の投影面積を100としたときの相対値

図 -3　高糖度トマト生産のための水ストレス付与機
　　　能付き自動給液システムの模式図
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励起された Chl 蛍光を発する。CCD カメラの前部に赤

色フィルタ（ロングパスフィルタ）等を配置して青色の

反射光成分を除去することで，Chl 蛍光画像の撮像が可

能となる8, 9）。

（2）トマト群落の健康状態モニタリングのための
　　クロロフィル蛍光画像計測システム
　図 - ６は，植物工場内で栽培されているトマト群落を

対象とした光合成機能診断を行うために作製した Chl

蛍光画像計測システムの模式図（A および B）と植物工

場内での計測の様子（C：右下は成長点付近の蛍光画像）

である。本システムは，励起光照射用の60cm ×60cm

の大型 LED パネル光源（λ＜650nm）とロングパスフィ

ルタ（λ＞700nm）を装着した CCD カメラからなる

クロロフィル蛍光画像計測部，トマト群落の高さに合わ

せて画像計測部を昇降させる駆動部，計測した蛍光画像

を解析して植物診断を行う解析・診断部（PC），および，

これらを搭載して植物工場内の通路を移動するための走

行部（カート）で構成されている。

（3）クロロフィル蛍光画像計測による光合成機能
　　診断の事例
① 夜間気温の違いが光合成機能に及ぼす影響の  
　 検知
　図 - ７は，2009年1月に計測された太陽光利用型植

物工場（愛媛大学農学部，トマト1000株，栽培面積

20m ×20m）内のトマト群落の光合成機能指標マップ

である。この計測以前の約1 ヶ月間，植物工場西側では

夜間暖房を行っておらず，この間の夜間平均気温は 8

〜 10℃（東側より2 〜 4℃低い）であった。図 - ７の

光合成機能指標の偏在（東側が高く，西側が低い）は，

夜間気温の違いにより生じた光合成機能の差異を検知し

引用文献
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図 - 4　クロロフィル蛍光発光の概念図

図 - 6　トマト群落を対象とした Chl 蛍光画像計測システムの模式図（Ａ：側面 , Ｂ：正面）と
　　　　植物工場内での画像計測の様子（Ｃ：右下は成長点付近の蛍光画像）

図 - 5　蛍光画像計測の光学系
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たものと考えられる。

② トマトサビダニ害の早期検知
　トマトサビダニは，施設栽培では一年中発生する害虫

である。一部の株で発生した後，急速に拡大するが，農

薬に対する感受性が高いため，発生初期にスポット的に

少量の農薬を散布することで比較的容易に防除できる。

図 - ８は，2009年8月に太陽光利用型植物工場で発生

したトマトサビダニ害を発生初期の段階で検知した例で

ある。このような病虫害の早期検知が可能になれば，早

期の対策が可能となり，被害を最小限に抑えられるだけ

でなく，農薬使用量の低減にも寄与する。

3. 愛媛県における国際競争力のある農産物生産の
　 ためのメガスケール植物工場構想
　前述した通り，太陽光利用型植物工場は栽培面積が

1ha 以上の大規模な農産物生産システムであり，欧米

諸国では既に商業的成功を収めている。わが国におい

ても，平成21年度の補正予算により整備された研究拠

点（愛媛大学，千葉大学，大阪府立大学など）により基

礎的生産技術が確立されつつある。しかしながら，1ha

程度の生産規模では，従来の個人経営レベルの延長線上

に過ぎず，わが国の農業生産の国際競争力のベースアッ

プへの寄与は小さい。ここでは，国際競争力のある農産

物生産を可能にする栽培面積が1,000,000㎡（100ha）

以上のメガスケール植物工場構想についてご紹介すると

ともに，実証モデル地域としての西条市の優位性につい

て触れたい。

　図 - ９に統合情報を駆使したメガスケール植物工場の

概略を示す。栽培面積は約1k㎡（従来型太陽光利用型

植物工場の約100倍）で，耐風柵等の設置により本体構

造を簡素化し，建設コストを大幅に削減する。これには，

気流工学と構造力学さらには防災学（シェルター機能付

作業台車の開発等）の融合が必要となる。メガスケー

ル植物工場の内部は1 〜 2ha の小室に区分されており，

小室毎に環境調節（光・温度・CO2等）が行われ，様々

な品目を多様な作型で周年生産する。労働力（人材），

物資（養分・水・熱・ガス成分等），設備は小室間で共

有され，植物工場のベネフィット（コミュニティ毎に異

なる）を最大化するように統合情報システムにより一定

時間（数分〜数週間）間隔で再配置される。

　メガスケール植物工場のベネフィットを最大化す

るには，生産統合情報（図 - ９-A），栽培流通統合

情報（図 - ９-B），エネルギー資源統合情報（図 - ９

-C）を駆使する必要がある。生産統合情報について

は，Speaking Plant Approach（SPA）（A- ①）とTalking 

Plant Concept（TPC: 植物−植物および植物−昆虫間

の揮発性有機化合物を用いたコミュニケーション）（A-

図 - 8　トマト群落を対象とした個葉レベルでのトマトサビダニ害の検知

図 - 7　植物工場内の光合成機能マップ
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②）の融合と自律分散型労働システム（A- ③）の開発に

新規性がある。生産性最大化のためには SPA 技術の実

装は不可欠であり，最適環境制御の知能化を加速する

ために，制御ループに人間の判断を介在させる Human-

in-the-Loop（HitL）型 SPA を確立する必要がある（A-

①）。TPC は，生態学分野における最新の知見である（A-

②）。労働者数は1500 〜 5000人規模に達するが，今

後10年間に大都市圏で急増する定年退職者（I ターン者

のアグリスローライフ），地域の子育て女性や児童・生

徒などの人材活用が有効である。この場合，多様な労働

動機と働き方（労働力ダイバーシティ）を許容する自律

分散型労働システムが不可欠となる（A- ③）。教育やク

オリティ・オブ・ライフ（QOL）の充実を通じた植物

工場のコミュニティへの貢献については社会科学的な検

討も必要となる。栽培流通統合情報については，従来コ

ンセプト（B- ① , ②）に，生産品目 ･ 作型を市場ニー

ズに応じて柔軟に変更するシステム（B- ③）を融合さ

せる点が革新的である。大きなエネルギー要求を満足す

るために，地域エネルギー資源の有効活用（C −①〜③）

は必須であるが，エネルギー資源統合情報では，風力発

電（C- ③）を併用した地域熱源利用（C- ① , ②）を推

進する。なお，メガスケール植物工場の生産規模は地域

エネルギー資源の開発・利用コストに見合うものである。

また，スケールメリットを最大化するための機械化技術
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図 - 9　メガスケール植物工場と統合情報システムによるわが国独自の国際競争力のある農産物生産
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（D）も整備する。

　このようなメガスケール植物工場の実証地域として，

愛媛県西条市は優位性がある。まず，立地としては，海

に面した農業利用可能な広大で平坦な土地（道前平野，

西条平野）があり，大量に生産される農産物の出荷（輸

出）にも有利である。なお，瀬戸内海沿岸は津波被害を

受けにくいのも特長としてあげられる。また，南面を石

鎚山脈に守られており，台風による強風の被害を受けに

くい（耐風性能低減による低コスト化が可能）。環境条

件としては，日照条件は年平均全天日射量が約13 MJ 

m-2day-1と農産物生産にとって十分であり，「うちぬき」

に代表される水資源（地下水）に恵まれている。この地

下水は，農業用水として利用できるだけでなく，水温が

13℃程度で安定しているため，夏季の冷房用の冷熱源

としても利用可能である。冷熱利用後の水は地下に戻し，

地下水量への影響を最小限に抑える。また，沿岸部には

工場が林立しており，この工場群からの排熱（200℃以

下）を冬季の暖房に利用できる。このような地域熱資源

の農産物生産への利用については，（株）西条産業情報

支援センター（SICS）を中心とした「西条クールアー

スプロジェクト」などで既に検討が進められている。こ

れに関連した「食品加工流通コンビナート構想」もメガ

スケール植物工場構想にフィットする。さらに，大都市

圏で急増する定年退職者（I ターン）の受入については，

ふるさと愛媛 U ターンセンターにて対応可能であろう。

西条市は，平成23年12月に「西条農業革新都市総合特

区」（政府が地域限定で規制を緩和し，予算や税制の面

で優遇する制度）に指定され，その究極目標として「わ

が国農業分野の総合力を向上させ，世界に通用する産業

へと発展させるとともに，食の安全保障体制の確立へと

繋げる」を掲げている。この特区指定とメガスケール植

物工場の整合性は高く，地域発展と国際競争力のある農

産物生産を同時に実現するための選択肢として、メガス

ケール植物工場をご検討頂ければ幸いである。
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